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□青色申告の手続き 

  平成 30 年の確定申告の際に､新たに青色申告を行おうとする場合、個人の場合は、平

成 29年３月 15日までに、法人の場合は、事業年度開始の日の前日までに、最寄りの税

務署に「青色申告承認申請書」を提出する必要があります。 

※ なお、この申請を行っても、後日、「青色申告の取りやめ届出書」を提出して、青色

申告を取りやめることもできます。 

 

□青色申告の主なメリット 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※詳しくは最寄りの税務署へお問い合わせください。  

青色申告を開始する

年の3月15日までに

青色申告承認申請書を

税務署に提出

開始年の

１月１日から

12月31日まで

記帳

青色申告決算書を

翌年の２月15日から

３月15日までに

税務署に提出

青色申告を始めましょう！ 

簿記記帳に基づく、青色申告は、自分の経営を客観的に把握するための重

要な方法です。税制上のメリットもありますので、取組をご検討ください。 
国では、今までの農業共済やナラシ対策とは異なる、新たな「収入保険制度」の創設を検討中（平成

28年 12月現在）です。この「収入保険制度」では、「青色申告」が加入の条件になると見込まれます。 

◯ 青色申告特別控除 

「正規の簿記」（一般的には複式簿記）の場合は、所得から最高６５万円を、「簡

易な方式」（単式簿記）の場合は最高１０万円を控除できます。 

◯ 青色事業専従者給与の必要経費算入 

生計を同じくする親族が、事業に専ら従事している場合、支払った給与を必要経費

に算入できます。 

◯ 損失の繰越しと繰戻し 

損失額を翌年以後３年間（法人は９年間）にわたって繰り越して、各年分の所得か

ら控除できます。 

また､損失額の繰越しに代えて､損失額を前年に繰り戻して、前年分の所得税の還付

を受けることもできます。 



お問い合わせは……田野畑村産業振興課 TEL 0194-34-2111(内線 75) 

 □複式簿記によって青色申告を実施しようとする場合の申請書記載例
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